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craft producers, and the relationship with profit 

status, etc., and to search for effective factors in 

solving the issue of survival of production areas. 

　As a result of the surveys, the author found that 

producers in traditional craft production areas 

that have implemented initiatives in anticipation 

of emergencies such as large-scale disasters tend 

to have a prof itable prof it situation, and that 

producers that have already been able to respond 

to the invoice system tend to increase sales. 

Regarding NFTs, the author also found that more 

than 80% of associations and producers are still in 

the "wait-and-see" stage of considering NFTs.

１.　はじめに

１．１．研究の背景

１．１．１．大規模災害と伝統工芸産地

　2024 年 1 月1日に発災した能登半島地震で、石川

県輪島市は最大震度 7 の揺れに襲われた。特に、国

指定の伝統的工芸品である「輪島塗」の工房や販売

店が多数被災し、生産の再開が見通せない状況が続

いている１）。また、九州北部においても、2023 年 7

月10 日に起きた記録的大雨によって、福岡県朝倉市

などを流れる小石原川が氾濫した。福岡県朝倉郡東

峰村では各地で土砂崩れが発生し、国指定の伝統的

工芸品「小石原焼」の窯元も大きな被害を受けた２）。

要旨

　本研究は、九州 7 県の伝統工芸産地組合・事業者

を対象とした質問紙調査を通じ、大規模災害を想定

した対策準備の現状のほか、インボイス制度や NFT

といった新しい制度・システムへの対応状況等を把握

する。そして、それぞれの取組みの現状や伝統工芸

事業者が持っている課題意識と、利益状況等との関

連性を分析し、産地存続という課題の解決に有効な

要因の探索に繋げることを目的とする。

　調査の結果、大規模災害等の緊急事態を想定した

取組みを実施している伝統工芸産地事業者は、利益

状況が黒字である傾向があること、インボイス制度

への対応が既にできている事業者は、売上高が増加

している傾向があること等がわかった。なお、NFT に

ついては、8 割超の組合・事業者がまだ検討段階以

前の「様子見」の段階であることも判明した。

Summary

　This study examines the current status of 

preparations for large-scale disasters, as well as 

responses to new systems such as the invoice 

system and NFT through questionnaire surveys 

targeting traditional craft production associations 

and producers in seven prefectures in Kyushu,. 

The aim is to analyze the current status of each 

initiative, the awareness of issues held by traditional 
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　このような大規模地震や風水害等の緊急事態に対

処する事前準備は、事業の継続や事業の速やかな

再開のために必要な取組みとされている。東日本大

震災発災後の 2013 年には千葉県が県内中小企業

の緊急事態に対する危機管理の認識や具体的な取

組状況、BCP（事業継続計画、business continuity 

planning）の認知度等を把握するためのアンケート

調査を実施している３）。この調査からは、①緊急事態

を想定した取組を行っている中小企業が34.5％であっ

たこと、②危機管理の取組み内容として、「緊急時の

指揮命令系統や連絡体制の整備」（63.6％）が最も

多く、次いで「非常食・飲料水の確保」（52.6％）となっ

ていたこと等が明らかとなり、負担が少なく実効性の

ある BCP の取組みを推進していく必要があると結論

付けられている。

　しかし、伝統工芸産業の企業・事業者における危

機管理意識や取組み内容についての調査や、それに

基づく分析はこれまで行われていないと思われる。

１．１．2．インボイス制度と伝統工芸産地

　2023 年 10 月から始まったインボイス制度（適格請

求書保存方式）は、正確な消費税徴収を目的とする

もので、仕入税額控除には、国税庁に登録された適

格請求書発行事業者から発行されたことを示す適格

請求書がエビデンスとして必要となる４）。

　この新制度実施を前に、日本文書情報マネジメン

ト協会は 2023 年 1 月から 2 月にかけて、市場にお

ける請求書発行や受領業務の課題探索を目的に、株

式上場企業を含めた企業全般を対象としたアンケート

調査を実施している５）。この結果では、アンケート実

施時点で回答企業の８割超が適格請求書発行事業者

として登録済であること、また新たな制度により業務

の見直しが発生し、業務負担が増えるという認識が広

がっていること等が明らかとなっている。

　しかし、とりわけ伝統工芸産地を対象に絞り、イン

ボイス制度に対するに関する意識・実態等を把握する

調査研究は、管見の限り見られない。

１．１．３．NFT と伝統工芸産地

　織物産地が従来の着物や帯を作り続けることか

ら、洋装に対応した生地や小物の生産にシフトする

流れがある。そんな中で、新しい技術として NFT

（Non-Fungible Token、非代替性トークン）を採用

し、商取引を行う取組みがアートビジネスのみなら

ず、伝統工芸分野でも進んでいる。その一つの例が

沖縄県の国指定伝統的工芸品「琉球びんがた」であ

る。

　琉球びんがたの本染めや型紙のデジタルデータを

NFTとして販売し、データを活用した商品開発を推

進することで収益化を図るサービス「琉球びんがた

NFT」が 2021 年 12 月にスタートしている６）。これは

産地組合である琉球びんがた事業協同組合と琉球び

んがた職人及び民間企業で結成された普及伝承コン

ソーシアム「知念紅型研究所」が取組むものである。

この商品には、紅型の本染めや型紙のデジタルデー

タだけでなく、当該データを用いた商品開発や、工房

視察の権利等も付与されている。これによりデザイン

データの活用機会の拡大や、新たな収益機会の獲得

に繋がることが期待されている。

　しかし、九州 7 県の伝統工芸産地において、この

NFT を用いた商品開発の検討・実施についての現状

把握はなされていない状況にあると思われる。

１．１．４．研究の目的

　以上を踏まえ、本研究では伝統工芸産地組合と事
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業者をそれぞれ対象とした質問紙調査を通じて、大規

模災害を想定した対策準備の状況や課題意識、イン

ボイス制度及び NFTといった新しい制度・システムへ

の対応状況等を把握することを目的とする。これに加

えて、これまで九州産業大学伝統みらい研究センター

で実施した産地組合・事業者対象アンケート調査で

の質問項目（産地支援、組合活動、SDGs、ウェブサ

イト運営、クラウドファンディング）７）についても再度

調査を実施することを目的とする。その上で、各回答

内容と利益状況等との関連性を分析し、産地存続と

いう課題の解決に有効な要因の探索を行う。

１．２．研究方法

　本研究の構成は以下の通りである。第 2 章では、

質問紙調査の実施内容と統計解析の方法について述

べる。第 3 章では、調査結果の単純集計やクロス集

計を用い、産地組合・事業者による大規模災害等の

緊急事態を想定した取組みやインボイス制度・NFT

に関する取組みの現状等を確認・分析する。第 4 章

では、単純集計から見出された特徴や統計解析から

抽出された利益状況等との関連性について確認し、

考察を行う。

２．質問紙調査

２．１．対象者

　産地組合を対象とした質問紙調査（以下「組合調

査」という。）の対象者は、九州 7 県における国指

定の伝統的工芸品の生産・販売に関係する 40 産地

組合とした。表 1 は該当品目と産地組合の一覧で

ある。

　産地事業者を対象とした質問紙調査（以下「事

業者調査」という。）の対象者は、九州 7 県にお

ける国指定の伝統的工芸品の生産・販売に関係す

る 878 事業者（福岡県 227、佐賀県 280、長崎県

121、熊本県 51、大分県 22、宮崎県 4、鹿児島県

173）とした。

２．２．調査方法及び調査内容

２．２．１．組合調査の構成

　組合調査では、本研究用に作成した自記式質問紙

を用いて、郵送による配布・回収で実施した。

　設問は、大規模地震や風水害等の緊急事態を想定

した取組み状況やその課題（問 4 ～問 6）、組合運

営の方針や体制の現状やその受け止め（問 7）、産

地支援に対する印象や意向（問 8）、社会課題解決

に向けた取組みや SDGs の認知度及び課題意識（問

9 ～問 11）、ウェブサイト運営の状況（問 12、問

13）、クラウドファンディングの認知度や利用状況

（問 14 ～問 16）の他、インボイス制度への取組み

状況や課題意識（問 17 ～問 20）や NFT の活用状

表１．九州 7 県における国指定伝統的工芸品と主な産地組合一覧
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況や課題意識（問 21 ～問 23）、産地全体の今後の

見通し（問 24）等について問う計 27 問であった。

　各設問のうち、危機管理に関する項目は千葉県商

工労働部経営支援課（2013）、組合運営や産地支援

に関する項目は経済産業省ほか（2017）、社会課題

解決に関する項目は経済産業省関東経済産業局ほか

（2018）、ウェブサイト運営に関する項目は情報処理

推進機構（2019）、クラウドファンディングに関する項

目は帝国データバンク（2019）、インボイス制度に関

する項目は日本文書情報マネジメント協会（2023）や

税務研究会（2023）、及び NFT に関する項目は株式

会社 Too Digital Marketplace（2023）等をそれぞれ

参考に作成した。

　2023 年 9 月 20 日～ 10 月 13 日の間に、質問紙

記入による合計 14 通が回収された（回収率 35.0％）。

回答産地組合の製造分野や所在県を表 2 の組合調査

の列に示した。

２．２．２．事業者調査の構成

　事業者調査は、本研究用に作成した自記式質問紙

を用いて、ダイレクトメール便による配布と、郵送によ

る回収で実施した。

　設問は、大規模地震や風水害等の緊急事態を想定

した取組み状況やその課題（問 4 ～問 6）、産地支援

に対する印象や意向（問 7）、産地組合活動に対する

印象（問 8）、社会課題解決に向けた取組みや SDGs

の認知度及び課題意識（問 9 ～問 11）、ウェブサイト

運営の状況（問 12、問 13）、クラウドファンディング

の認知度や利用状況（問 14 ～問 16）の他、インボ

イス制度への取組み状況や課題意識（問 17 ～問 20）

や NFT の活用状況や課題意識（問 21 ～問 23）、産

地全体の今後の見通し（問 25）等について問う計 28

問であった。

　各設問は、組合調査と同様の先行調査研究を参考

に作成した。

　2023 年 9 月17 日から11 月 8 日の間に、質問紙記

入による合計 133 通が回収された（回収率 15.15％）。

回答産地事業者の製造分野や所在県を表 2 に示し

た。

２．３．分析の視点

　本研究で実施した調査の結果を分析するにあたっ

ては、以下 3 点の方針を掲げて取組んだ。

（１）組合調査と事業者調査の各結果の単純集計の

比較を通じ、大規模災害等の緊急事態を想定した取

組み、インボイス制度や NFT への対応状況について

把握する（問４、問 6、問 17 ～問 18、問 21 ～問 23

の比較）。

（２）事業者調査において、大規模災害等の緊急事態

を想定した取組みの実施・検討状況やその取組みに

対する課題意識について、生産量・売上高・経常利

益の増減との関連性が見られるかどうかを、クロス集

計を用いて把握する（問 2、問 4、問 5 の比較）。

（３）事業者調査において、インボイス制度への対応

状況について、生産量・売上高・経常利益の増減との

関連性が見られるかどうかを、クロス集計を用いて把

握する（問 3、問 17 の比較）。

２．４．統計解析の方針

　クロス集計を用いて設問同士の関連性を確認し、2

変数間で統計的に有意な関連性があるかを分析する

ため、主にカイ二乗検定を用いた。統計的に有意で
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表 2．回答産地組合の製造分野と所在県



あった場合には、どの要因の効果があったかを明らか

にするために残差分析を行った。

　残差分析の結果、標準正規分布に従うと調整済残

差の絶対値が 1.96 以上であれば、5％水準で有意で

あるということができる。本研究では、調整済残差が 

1.96 以上の要因に注目することにした。

　いずれも関連性が有意と認められたもの（p ＜ .01

又は p ＜ .05）を提示した。さらに、2 変数の相関

の強さを表すクラメールの連関係数（Cramer’s V）

を用いて、関連性の強さを示す効果量を確認した８）。

　なお、統計 解 析ソフトは IBM SPSS ver.29 for 

Windows を使用した。

３．調査の結果

３．1．緊急事態を想定した取組みの実施を巡る分析

３．１．１．全体の傾向

　まず、両調査において、「大規模地震や風水害等

の緊急事態を想定した取組みを実施しているか」を

尋ねた質問（両調査とも問 4）の回答状況について

単純集計を図 1 に示した。この結果によると、取

組みを行っているという回答が産地組合にはなかっ

た一方で、産地事業者には 15.0% 存在することが

わかった。

　つぎに、両調査において「緊急事態を想定した取

組みに対する課題」を尋ねた質問（両調査とも問 6）

の回答状況について単純集計を図 2 と図 3 に示した。

組合調査の結果からは「人員／資金に余裕がない」や

「行政機関と共同で行いたい」等の回答が複数あった。

図 1．「大規模地震等の緊急事態を想定した取組み状況」回答内訳
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図 2．「緊急事態を想定した取組みに対する課題」組合調査回答内訳

図 3．「緊急事態を想定した取組みに対する課題」事業者調査回答内訳

　一方、事業者調査の結果からは、「人員／資金に余

裕がない」の他に、「どのように取組めばいいのかわ

からない」や「取組みの必要性を感じていない」等の

回答が一定量存在した。



３．１．２．緊急事態を想定した取組みの実施状況と

利益状況との関連性

　この「緊急事態を想定した取組みを実施している

か否か」について、利益状況の「黒字」「収支均衡」

及び「赤字」とで区分したクロス集計表を作成し、

カイ二乗検定を行った結果、有意差が見られたもの

が表 3 である。

　検定の結果、5％水準で有意差が認められた（χ 2

（4）＝ 11.070, p ＜ .05）。このことから、「緊急事態

を想定した取組みを行っている」という回答が、利益

状況が「黒字」である事業者に多いことが示された。

３．１．３．緊急事態を想定した取組みの各項目と利

益状況との関連性

　この「緊急事態を想定した取組み」として問 5 に挙

げられた各項目について、利益状況の「黒字」「収支

均衡」及び「赤字」とで区分したクロス集計表を作成し、

カイ二乗検定を行った結果、有意差が見られたもの

が表 4 である。

　検定の結果、「施設や設備の耐震化」という項目

において、5％水準で有意差が認められた（χ 2(2)

＝ 6.135, p ＜ .05）。このことから、「施設や設備の

耐震化」を緊急事態を想定した取組みとして行って

いる、あるいは検討している項目として挙げた回答

が、利益状況が「収支均衡」である事業者に多いこ

とが示された。
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図 4．「インボイス制度への対応状況」回答内訳

表 3. 緊急事態を想定した取組みの実施について利益状況の区分によるクロス集計表

表 4. 実施している取組み「施設や設備の耐震化」についての利益状況の区分によるクロス集計表
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３．２．インボイス制度に関する対応状況

３．２．１．全体の傾向

　まず、両調査において「インボイス制度への対応状

況」を尋ねた質問（両調査とも問 17）の回答状況に

ついて、単純集計を図 4 に示した。

　この結果、組合調査の「対応できている」の 35.7%

に比べると、事業者調査の「対応できている」は

46.6% に上っており、10 ポイント程度の差があった。

一方で、「対応できている」と「一部対応できている」

との合計に着目すると、組合調査では 57.1%、事業

者調査でも 58.6% とほぼ同じ割合であった。

　つぎに、両調査において「インボイス制度への対

応で課題に感じること」を尋ねた質問（両調査とも問
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図 5．「インボイス制度への対応で課題に感じること」回答内訳

表 5. 「インボイス制度への対応状況」について売上高変化の区分によるクロス集計表

18）の回答状況について、単純集計を図 5 に示した。

　この結果、両調査ともに「事務負担の増加」が最

も多く、次いで「取引先との協議」が続いていた。ま

た、事業者調査においては「特に困っていることはない」

と回答した事業者が一定数存在していた。

３．２．２．「インボイス制度への対応状況」と売上高

変化との関連性

　つぎに、「インボイス制度への対応状況」の各項

目について、売上高変化の「増加した」「ほぼ横ばい」

及び「減少した」とで区分したクロス集計表を作成

しカイ二乗検定を行った結果が表 5 である。

　検定の結果、「対応できている（「対応できている」

＋「一部対応できている」の合計）」という区分に

おいて、1％水準で有意差が認められた（χ 2(4) ＝

15.154, p ＜ .01）。このことから、「インボイス制

度への対応ができている（一部対応できているを含

む）」を挙げた回答が、売上高変化が「増加した」

事業者に多いことが示された。
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３．３．NFT に関する対応状況

　まず、両調査において「NFT の活用検討状況」を

尋ねた質問（両調査とも問 21）の回答状況について、

単純集計を図 6 に示した。

　両調査とも、「まだ検討していない」という回答が 8

割以上を占め、九州 7 県の産地組合及び事業者の大

半においては、NFT を用いた販売手法については検

討段階に至っていない状況であることがわかった。

　つぎに、「NFT を活用するとした場合、外部の支

援を必要とするか」を尋ねた質問（両調査とも問 22） 図 6．「NFT の活用検討状況」回答内訳



の回答状況について、単純集計を図 7 に示した。

　この結果、組合調査では「全面的に必要とすると思

う」が 57.1% に上ったが、事業者調査では「わからな

い」が 46.6% を占めていた。

　そして、「NFT を活用するとした場合、不安や課題

に感じること」を尋ねた質問（両調査とも問 23）の回

答状況について、単純集計を図 8 に示した。この結果、

両調査とも「どう活用できるのかわからない」という

回答が最も多く、2 番目に多かったのが「NFT に知見

のある人材の不足」であった。

４．考察

　以上の分析結果より、伝統工芸産地における大規

模地震や風水害等の緊急事態を想定した取組み状況

や課題意識、さらに統計解析を通じて抽出された緊

急事態に対する取組みと利益状況との間の関連性、

さらにインボイス制度への対応や NFT の活用検討状

況等について、考察を以下に示す。

４．１．大規模災害等の緊急事態を想定した取組みに

対する伝統工芸産地の意識・実態の特徴

　まず、組合調査と事業者調査との単純集計結果に

おいて、回答があった事業者の 15% が取組みを行っ

ていたのに対し、回答があった産地組合の中で取組

みを行っている組合はなかった。この調査は能登半

島地震の前に実施されたものであるため、発災後に

危機管理意識の変動が生じているか否かについて、

今後も同様の調査を行うことが重要であると考えられ

る。

　つぎに、緊急事態を想定した取組みに対する課題

意識として、「人員／資金に余裕がない」という状況

は産地組合／事業者とも共通する中で、事業者にお

ける「どのように取組めばいいのかわからない」や「取

組みの重要性を感じていない」等の状況は、行政機

関や産地組合による「備えの重要性」についての呼び

かけ等の働きかけが、伝統工芸産地における危機管

理意識の醸成に寄与する可能性がある。

　さらに、統計解析においては「取組みを行っている」

と答えた事業者に「黒字」となっている傾向があるこ

とが判明した一方で、「施設や設備の耐震化」を行っ

ていると回答した事業者は利益状況が「収支均衡」と

なっている傾向がある、という分析結果が出た。これ

は実際に「施設や設備の耐震化」の取組みを行って

いる事業者が 35 事業者に留まったというサンプル数
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図 7．「NFT を活用するとした場合、外部の支援を必要とするか」

回答内訳

図 8．「NFT を活用するとした場合、不安や課題に感じること」

回答内訳



の少なさが一因と考えられる。問 5 に挙げた様々な取

組み項目について、今後サンプル数を増やした上で利

益状況との関連性を探索することが重要である。

４．２．伝統工芸産地におけるインボイス制度への対

応状況と売上・利益項目との関連性

　まず、組合調査と事業者調査共に、回答の 6 割弱

の産地組合／事業者が、インボイス制度への対応が

できている状況であることがわかった。

　つぎに、「インボイス制度への対応で課題に感じる

点」として、両調査ともに「事務負担の増加」や「取

引先との協議」に課題意識を持つ産地組合／事業者

が多く見られた。一方で、事業者調査では「特に困っ

ていることはない」と課題意識を持っていない事業者

がある程度見られた。これらの事業者に対して、関与

税理士や産地組合によるサポートがどの程度行われて

いたかといった追跡を行うことが重要であると考える。

４．３．伝統工芸産地における NFT の活用検討状況

と活用に向けての外部支援の必要性

　組合調査と事業者調査共に NFT の活用の検討には

至っていない組合／事業者が大半であることがわかっ

た。

　その中で、両調査における「NFT を活用するとした

場合、不安や課題に感じること」の回答では、「どう

活用できるのかわからない」や「NFT に知見のある人

材の不足」等の課題意識を持っていることが判明した。

　これらの課題意識に対して、産地組合においては

「（外部の支援を）全面的に必要とすると思う」という

意識で今後臨む姿勢であること、また産地事業者に

おいては「わからない」と引き続き情勢を見極めよう

とする状況にあることが示唆された。

５．結論と今後の課題

　本研究における調査と統計解析の結果、大規模災

害等の緊急事態を想定した取組みを実施している伝

統工芸産地事業者は、利益状況が黒字である傾向が

あること、インボイス制度への対応が既にできている

事業者は、売上高が増加している傾向があること等が

わかった。しかし、NFT の活用検討については、統

計的に有意差を伴う比較に至らなかった。今後、NFT

に関する調査の質問項目や尺度について再検討を行う

ことが課題として挙げられる。

　また、今回の調査では、これまで九州産業大学伝

統みらい研究センターで実施した産地組合・事業者

対象アンケート調査での質問項目についても再度調査

を行ったが、これらの統計解析結果を述べるに至ら

なかった。これらの項目については、過去の調査を踏

まえた経年的分析を視野に、今後取組んでいく所存

である。
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